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【論文要旨】
The marginal income variances analysis by Fixed Revenue Accounting (FRA) is superior to the
traditional marginal income variances analysis in management accounting. The traditional marginal
income variances analysis can break down sales price and sales quantity, on the other hand, in the
marginal income variances analysis by FRA, customer relationship is also considered. However,
there are some issues to be improved in the marginal income variances analysis by FRA. There-
fore, this study aims to proposal improvement suggestions for the issues in marginal income vari-
ances analysis by FRA, especially in the analysis considering the customer relationship and based
on Bathtub Model.
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 はじめに
従来の限界利益差異分析においては，売上高を販売数量差異と販売価格差異に分解し，販売数量
差異はセールス・ミックス差異と総販売量差異に分解する。さらに，総販売量差異は，市場占有率
差異と総市場需要量差異に分解する（小林他，2009，172175頁）。予算限界利益と実際限界利益
の差異の分析を行なうため，変動製造原価差異および変動販売費差異についても把握し，単価差異
と数量差異に分解する（小林他，2009，175178頁）。セールス・ミックス差異と総販売量差異は，
複数の製品を販売している場合，予算で想定されたセールス・ミックスの割合と実際のセールス・
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1 固定収益マネジメントにおける顧客関係性とは，「顧客との継続的な取引関係」を意味する（鈴木・佐々木，
2005a，4 頁）。
ミックス，予算総販売量と実際総販売量が異なることによる差異であり，市場占有率差異は予算で
想定されていた自社の市場占有率と実際の自社の獲得した市場占有率の差異であり，総需要量差異
は予算時に予想されていた市場需要量（市場規模）と実際の市場需要量（市場規模）の差異（小林
他，2009，172頁）を示しているとされる。このような，一般的に行われる限界利益差異分析のた
めの売上高に関する差異分析は，売上高の予算と実際の変動要因を販売価格と販売数量の 2 つの
要因に分けて分析するとともに，販売数量差異を市場の総需要量の変化という企業外部の要因によ
る差異と市場占有率の変化という企業内部の要因による差異に分解して経営者に示すことができる
点において優れていると考えられる。
しかしながら，これらの一般的な管理会計で行われる限界利益差異分析のための売上高の差異分
析においては，顧客関係性1 に基づいた差異分析ができないという問題点があると考えられる。販
売数量の増減の原因を市場規模の増減という外的要因と市場占有率の増減という内的要因に分解す
ることで静態的で客観的な把握をすることはできるものの，自社が今後どのような経営行動を採る
べきなのかに関する情報は得られない。顧客との関係性を会計情報として明らかにして，売上高差
異分析も顧客との関係性に基づいて分析することができれば，より一層経営者に有用な情報提供が
できるようになると考えられる。
顧客関係性を反映させた売上高差異分析として，松岡・鈴木（2008）で提唱された顧客関係性
に基づく差異分析や松岡・鈴木（2009）で提唱された Bathtub Model に基づく差異分析が存在す
る。これらの差異分析は，後述する固定収益マネジメントに基づいて展開されるものであり，従来
の管理会計にはない顧客関係性という新たな視点に基づいて売上高を顧客区分によってセグメント
分けを行ない，顧客ごとの売上高の増減要因を分析するものであり画期的な分析であるといえる。
販売価格と販売数量という 2 側面から分析を行なうのではなく，顧客属性，販売価格，販売数量
という 3 つの側面から分析を行なうという特長を有するのである。
しかしながら，松岡・鈴木（2008）の顧客関係性に基づく差異分析や松岡・鈴木（2009）の
Bathtub Model に基づく差異分析は，ホテル業を対象とした具体的な適用事例については研究がな
されているものの，その他の業種での検討は行われていない。これらの差異分析の構造には，複雑
な計算構造が存在しており，そのような複雑さが普遍化にあたっての阻害要因になっているのでは
ないかと考えられる。固定収益マネジメントにおける差異分析においては，製品系列数や獲得率，
移行率といった一般的な管理会計で行われる限界利益差異分析のための売上高の差異分析において
は用いられない概念が用いられる。顧客関係性を一般的な管理会計手法に反映させることはないた
め，理解を困難にする可能性があるのではないかと考えられる。そこで，より多くの業種での適用
可能性の拡大のためには，松岡・鈴木（2008）の差異分析や松岡・鈴木（2009）の差異分析をよ
り平易に理解しやすいものにしていく必要性があると考えられる。
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図表 顧客関係性差異の基本フレームワーク
出典松岡・鈴木（2008），88頁。
そこで，本稿においては，固定収益マネジメントにおける松岡・鈴木（2008）の差異分析や松
岡・鈴木（2009）の差異分析における理解の促進を困難にする点を明らかにするとともに，当該
問題点に関する改善提案を行なうことを目的とする。具体的には，固定収益マネジメントの概要に
ついて第節で説明を行なう。その上で第節において，松岡・鈴木（2008）の顧客関係性に基
づく差異分析の構造を説明するとともに，製品系列数という概念を会計情報として提示することの
限界について説明する。第節において，松岡・鈴木（2009）の Bathtub Model に基づく差異分
析について構造を説明するとともに，顧客獲得率の定義についての解釈についてや顧客移行率差異
の表し方についての改善提案を示す。第節において，本稿のまとめを行ない，本稿の課題や今後
の課題について言及して稿を閉じる。
 顧客関係性差異分析（松岡・鈴木，）の概略と検討
 顧客関係性差異分析（松岡・鈴木，）の概略
松岡・鈴木（2008）における顧客関係性差異分析においては，顧客数によって売上高を「顧客
数差異」と「顧客当り金額差異」とに展開する。
顧客数は総顧客数と顧客セグメントの別の顧客数の割合の積であるという関係を利用して，「顧
客数差異」は「総顧客数差異」と「顧客構成比差異」とに展開する。顧客の量的な変化を示す差異
と顧客セグメントの構成の変化という顧客の質的変化を示す差異に分解するものである。
顧客当り金額は，顧客が購買した製品系列数と製品系列当り金額との積であることから，「顧客
当り金額差異」は「製品系列数差異」と「製品系列当り金額差異」に展開する。「製品系列数差異」
は顧客の製品選好の変化による差異と位置付けられている。
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2 製品系列数は，延べ製品系列数を顧客数で割ることによって求められるものである。延べ製品系列数とは，
当該製品系列を利用した顧客の人数である（松岡・鈴木，2008，96頁）。
最後に製品系列当り金額は顧客が購買した製品系列当り数量と価格の積であることから，「製品
系列当り金額差異」は「製品系列当り数量差異」と「価格差異」に展開される。「製品系列当り数
量差異」は，顧客の購買数量の変化による差異と位置付けられ，「価格差異」は顧客の購買単価の
変化を示す差異であると位置づけられることになる。
これらの顧客関係性差異分析は，一般的な売上高差異分析における販売数量差異を量的変化，質
的変化，製品選好の変化といった顧客関係性にかかわる視点から分析できるという点（松岡・鈴木，
2008，90頁）で優れていると考えられる。売上高差異分析においても，売上高に関する販売数量
差異は，セールス・ミックス差異と総販売量差異に展開し，総販売量差異は市場占有率差異と総市
場需要量差異に分解することが行われる（小林他，2009，172175頁）。市場占有率差異は市場占
有率の変化という質的な変化を示し，総市場需要量差異は市場規模の拡大や縮小といった製品の総
需要量の変化という量的な変化を示すことができるが，顧客関係性にかかる視点から売上高の変化
の原因を示すことはできないからである。
 顧客関係性差異分析（松岡・鈴木，）の課題・検討
このような顧客関係性に着目した差異分析を可能とする松岡・鈴木（2008）の差異分析の提案
において，「顧客当り金額差異」を「製品系列数差異」と「製品系列当り金額差異」に展開する際
に用いられる「製品系列数」2 という考え方の複雑さは，当該差異分析の理解促進を阻害する要因
になっているのではないかと考えられる。製品系列はある同じレベルの製品・サービスという位置
付けであり，1 人の顧客がある製品系列をどの程度利用したのかを測定するものである。顧客一人
がどの程度製品・サービスを利用したのかという利用製品系列数と顧客の人数をあわせて考えるも
のが製品系列数である。そこで，以下では，松岡・鈴木（2008）で紹介されている具体的な数値
例を用いて説明を行なっていく。
図表 2 のように，まず変動顧客と固定顧客の製品系列 A と B に分けて予算売上高と実際売上高
の乖離から，予算売上高を達成することができたのかを明らかにする「売上高差異」を算定する。
次に，図表 3 のように変動顧客と固定顧客のそれぞれにおいて予算顧客数と実際顧客数の乖離か
ら算定される差異として「顧客数差異」を算定する。変動顧客，固定顧客それぞれ製品系列として
A と B の購買がなされることから，製品系列 A と B に分けて顧客数の変化によって生じる顧客数
差異が算定されることになる。図表 3 では，変動顧客も固定顧客も予算よりも実績の顧客数は多
かったため，有利差異が算定されることになる。顧客数の変動に予算顧客当り売上高を乗じた金額
が顧客数差異となる。
図表 4 の「顧客当り売上高差異」は，変動顧客と固定顧客の実際顧客数を前提としたうえで，
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図表 売上高差異
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際売上高 900 1,440 2,160 1,920 6,420
◯予算売上高 400 780 1,680 1,160 4,020
◯売上高差異◯－◯ 500 660 480 760 2,400
出典松岡・鈴木（2008），89頁。
図表 顧客数差異
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際顧客数 15人 5 人
◯予算顧客数 10人 4 人
◯顧客数差◯－◯ 5 人 1 人
◯予算顧客当り売上高 40 78 420 290
◯顧客数差異◯×◯ 200 390 420 290 1,300
出典松岡・鈴木（2008），89頁。
図表 顧客当り売上高差異
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際顧客数 15人 5 人
◯実際顧客当り売上高 60 96 432 384
◯予算顧客当り売上高 40 78 420 290
◯顧客当り売上高差◯－◯ 20 18 12 94
◯顧客当り売上高差異◯×◯ 300 270 60 470 1,100
出典松岡・鈴木（2008），89頁。
実際顧客当り売上高と予算顧客当り売上高の乖離から算定される差異である。たとえば，変動顧客
の製品系列 A を前提とすると「売上高差異」は500円の有利差異であり，その原因は顧客数が増加
したことによる「顧客数差異」の200円の有利差異と，顧客当りの売上高が増加したことによる
「顧客当り売上高差異」の300円の有利差異に分解されることになる。
「顧客当り売上高差異」は，図表 5 と図表 6 のように，「製品系列数差異」と「製品系列当り売
上高差異」に展開される。
図表 4 のように，「顧客当り売上高差異」は，製品系列数という概念を用いて「製品系列数差異」
と「製品系列当り売上高差異」に展開される。ここにおいて，製品系列数は，延べ製品系列数を顧
客数で割ることによって求められる（松岡・鈴木，2008，96頁）。製品系列を利用した顧客人数で
ある延べ製品系列数を顧客数で割ることによって，顧客がいくつの製品系列を利用したかが判明す
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図表 製品系列数差異（顧客当り売上高差異の分解)
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際顧客数 15人 5 人
◯実際製品系列数 0.67 0.80 0.80 0.80
◯予算製品系列数 0.50 0.60 0.75 0.50
◯製品系列数の差◯－◯ 0.17 0.2 0.05 0.30
◯予算製品系列当り売上 80 130 560 580
◯製品系列数差異◯×◯×◯ 200 390 140 870 1,600
出典松岡・鈴木（2008），90頁。
図表 製品系列当り売上高差異（顧客当り売上高差異の分解)
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際顧客数 15人 5 人
◯実際製品系列数 0.67 0.80 0.80 0.80
◯実際製品系列当り売上 90 120 540 480
◯予算製品系列当り売上 80 13 560 580
◯製品系列当り売上高差◯－◯ 10 （10) （20) （100)
◯製品系列当り売上高差異◯×◯×◯ 100 （120) （80) （400) （500)
出典松岡・鈴木（2008），90頁。
ることになる。たとえば，図表 5 の「製品系列数差異」における変動顧客の製品系列 A における
実際製品系列数「0.67」は，変動顧客 1 人が製品系列 A の製品・サービスを0.67系列利用したこ
とを意味する。しかしながら，当該製品系列数という概念は一つの顧客セグメントに対して複数の
製品・サービスを提供することを前提とする概念であり，クロスセルやアップセルといった製品販
売の状況を把握することができず，実務上の理解困難性を招く可能性があると考えられる。そこ
で，製品系列数ではなく延べ製品系列数を用いて示すと以下の図表 7 と図表 8 になる。
「製品系列数差異」の変動顧客の製品系列 A について考えると，変動顧客15人は予算段階では製
品系列 A の製品やサービスを7.5系列購入することが見積もられていたが，現実には10系列の製品
系列 A の製品やサービスを購入したということである。その結果，2.5系列分の有利差異が生じ，
予算製品系列当り売上を乗じることで製品系列数差異が算定されることを示している。すなわち，
製品系列 A にはいくつも製品やサービスが存在しており，それを変動顧客は複数購入することも
可能であり，購入しない顧客も存在するということである。実際顧客15人で15系列という延べ実
際系列数となった場合に，変動顧客15人は平均して 1 人一つの製品系列 A の製品やサービスを購
入したということになる。
変動顧客の製品系列 A においては，2.5系列分の有利差異が生じ，予算製品系列当り売上を乗じ
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図表 延べ製品系列数による顧客当り売上高差異の分解（製品系列差異)
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際顧客数 15人 5 人
◯延べ実際系列数 10系列 12系列 4 系列 4 系列
◯延べ予算系列数 7.5系列 9 系列 3.75系列 2.5系列
◯延べ系列数の差◯－◯ 2.5系列 3 系列 0.25系列 1.5系列
◯予算製品系列当り売上 80 130 560 580
◯製品系列数差異◯×◯ 200 390 140 870 1,600
出典松岡・鈴木（2008）をもとに筆者作成。
図表 延べ製品系列数による顧客当り売上高差異の分解（製品系列当り売上高差異)
製品系列
変動顧客 固定顧客
合計
A B A B
◯実際顧客数 15人 5 人
◯延べ実際系列数 10系列 12系列 4 系列 4 系列
◯実際製品系列当り売上 90 120 540 480
◯予算製品系列当り売上 80 130 560 580
◯系列当り売上差◯－◯ 10 （10) （20) （100)
◯製品系列当り売上高差異◯×◯ 100 （120) （80) （400) （500)
出典松岡・鈴木（2008）をもとに筆者作成。
3 製品は新規製品と既存製品に分けられ，さらに代替的な製品と補完的な製品に分けることができる。このよ
うな製品セグメントを設定して，顧客セグメントごとに製品数差異を見ることで，その製品がどのような顧
客に訴求したか，換言すれば収益ドライバーとしての力を判断することができる（鈴木，2015，7980頁）。
ることで製品系列数差異が算定されることを示している。これは，一人の顧客が同系列の製品を複
数購入したり，ランクの高い製品を購入するようにするクロスセルやアップセルを動機付けるため
の差異と考えることができる。しかしながら，会計数値に基づいてクロスセルやアップセルの状況
を明らかにしようとすることによってむしろ理解を困難にする差異分析になっている場合もあるの
ではないかと考察する。
会計情報に基づく分析ではなく，ヒストグラムを用いた場合，どの製品・サービスが最も多く購
入されたのかなど，より詳細な情報を得ることが可能になる。さらに，製品・サービスを補完品や
代替品といった製品セグメントに分けて分析3 することによって，販売現場への動機づけといった
面で役立つ可能性もあるのではないかと考えられる。
たとえば，変動顧客が20人，ある製品系列 a の延べ実際系列数が58系列であったとする。そし
て，この製品系列 a は製品・サービス 1～製品・サービス10まで10種類の製品・サービスを有して
いたと仮定する。この場合，製品系列数は延べ実際系列数を顧客数で割ることによって求められる
―  ―
図表 ヒストグラムによる情報提供
出典筆者作成
ため，2.9系列となる。これは，変動顧客が製品系列 a を平均して2.9系列購入したことを示すもの
であるが，平均化された購入系列数しか判明しない。これに対して図表 9 のようにヒストグラム
を利用すれば，どの製品・サービスがどれだけ購買されたのかを明らかにすることができるため，
予算時に予定していた各製品・サービスの購入量と実際の購入量を製品・サービスごとに比較する
ことによって，販売活動の良否をある程度把握することが可能となる。さらに，製品セグメントを
補完品や代替品という製品・サービスの性質に応じてセグメント分けを行なうことにより，たとえ
製品系列数の実績が予算より増加していたとしても，期待していたクロスセルやアップセルが実現
できていなかった場合の問題を明らかにすることができると考えられる。そこで，単純な会計情報
によらず，ヒストグラムの利用や補完品・代替品といった製品セグメント分けを活用することによ
って，より販売現場に対して有用な情報提供ができるのではないかと考えられるのである。
 Bathtub Model に基づく差異分析（松岡・鈴木，）の概略と検討
 Bathtub Model に基づく差異分析（松岡・鈴木，）の概略
◯Bathtub Model の考え方の登場
鈴木（2007）は，固定収益会計における損益概念（鈴木・佐々木，2007）の有効性を検討した
が，そのプロセスにおいて Bathtub Model という考え方が誕生した。この Bathtub Model は，顧
客の獲得率や離反率によって顧客数の変化を，顧客セグメント間（新規顧客・固定顧客・変動顧客
・離反顧客）の移行率によって顧客構成変化の様子を描写するモデルである（松岡・鈴木，2009，
45頁）。顧客の獲得率や離反率，顧客セグメント間の移行率という顧客動態をあらわす「変化率の
変化」を会計情報として測定できることに意味があることが指摘されている（松岡・鈴木，2009，
46頁）。たとえば，前年度の変化率が 5であり，当年度の変化率が 7であった場合，5の部分
については前年度と同じであることから当然にして得られる増減であると考える。これに対して
2（7―5）の部分については，当年度新たに獲得された変化率の変化（増減）であり，評価
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図表 Bathtub Model の概念
出典松岡・鈴木（2009），46頁。
すべき部分であると考えられる。Bathtub Model は，この「変化率の影響」を表す差異と「変化率
の変化（増減）の影響」を表す差異に分解して示すことができる点において意味があると考えられ
る。
◯Bathtub Model における顧客セグメントと変化率の定義
松岡・鈴木（2009）は，新規顧客を当期に企業が顧客として識別した顧客と定義した。固定顧
客とは，取引頻度が多い顧客，変動顧客とは，取引頻度が少ない顧客とした。離反顧客とは，当期
に企業が顧客ではないと識別した顧客とした。
また，変化率については獲得率，離反率，移行率についてそれぞれ定義した。t 期の獲得率は，
次式のように定義付けられる。
獲得率t＝新規顧客数t/総顧客数t－1
次に t 期の離反率は，次式のように定義付けた。（i は移行する前の顧客セグメント n 個のうち i
番目であることを示す。）
離反率i.t＝離反顧客数i.t/顧客数i.t－1
t 期の移行率は次式のように定義付けられる。（j は移行後の顧客セグメント m 個のうち j 番目で
あることを示す。顧客数ij.t は t 期に顧客セグメント i から顧客セグメント j へと移行した人数を示
し，移行率ij.t は t 期における顧客セグメント i から顧客セグメント j への移行率を示す。）
移行率ij.t＝顧客数ij.t/（顧客数i.t－1－離反顧客数i.t）
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図表 計算の前提条件
t－1 期実績および t 期実績
顧客数 顧客当り金額 金 額
t－1 期 t 期 t－1 期 t 期 t－1 期 t 期
新規顧客 1,000 1,200 15 15 15,000 18,000
変動顧客 7,000 7,130 20 20 140,000 142,600
固定顧客 4,000 3,920 50 50 200,000 196,000
離反顧客 900 950 ― ― ― ―
出典松岡・鈴木（2009），51頁。
図表 獲得率差異と離反率差異
獲得率差異 新規顧客 離反率差異 新規顧客 変動顧客 固定顧客 合計
◯総顧客数t－1 12,000 ◯顧客数i.t－1 1,000 7,000 4,000
◯獲得率t 10 ◯離反率t －5 －10 －5
◯新規顧客の顧客当り金額t－1 15 ◯顧客当り金額i.t－1 15 20 50
◯獲得率差異◯×◯×◯ 18,000 ◯離反率差異◯×◯×◯ －750 －14,000 －10,000 －24,750
出典松岡・鈴木（2009），51頁。
図表 移行率差異
t－1 期セグメント 新規顧客 変動顧客 固定顧客
◯顧客数i.t－1 1,000人 7,000人 4,000人
◯離反顧客数i.t －50人 －700人 －200人
◯差引 950人 6,300人 3,800人
t 期顧客セグメント 新規顧客 変動顧客 固定顧客 変動顧客 固定顧客 変動顧客 固定顧客
◯移行率t－1 －100 60 40 －20 20 40 －40
◯顧客当り金額j.t－1 15 20 50 20 50 20 50
◯移行率差異◯×◯×◯ －14,250 11,400 19,000 －25,200 63,000 30,400 －76,000
出典松岡・鈴木（2009），51頁。
◯顧客数差異の展開
◯の顧客と変化率の定義に基づいて，松岡・鈴木（2009）は顧客獲得差異，顧客離反差異，顧
客移行差異の 3 つの差異に展開を行なった（松岡・鈴木，2009，49頁）。図表11～13は，松岡・鈴
木（2009）において紹介されている数値例による 3 つの差異の説明である。
顧客獲得差異は，新規顧客をいかに多く獲得することができたのか，その財務的なインパクトを
示す差異である。顧客離反差異は，新規顧客，変動顧客，固定顧客から離反してしまった顧客がど
の程度発生してしまったのか，その財務的なインパクトを示す差異である。顧客移行差異は，顧客
セグメント間の属性の移行の状況を示し，その財務的なインパクトを示す差異である。
―  ―
◯Bathtub Model に基づく差異分析の意義
Bathtub Model に基づく差異分析と松岡・鈴木（2008）による顧客関係性に基づく差異分析は，
顧客数差異を展開することによって顧客の量的変化と質的変化がどのように財務に影響を及ぼした
のかについて把握できるという点で共通する。松岡・鈴木（2008）では顧客数差異を総顧客数差
異と顧客構成比差異に分解するが，総顧客数差異で顧客の量的変化の影響を把握し，顧客構成比差
異で顧客の質的変化の影響を把握することになる。これに対して，Bathtub Model に基づく差異分
析では，顧客数差異を顧客獲得差異，顧客離反差異，顧客移行差異に分解するが，顧客の量的変化
の影響は顧客獲得差異および顧客離反差異で把握し，質的変化の影響は顧客移行差異で把握するこ
とになる（松岡・鈴木，2009，53頁）。
Bathtub Model に基づく差異分析は，松岡・鈴木（2008）の顧客関係性に基づく差異分析より
も優れていると結論づけられている（松岡・鈴木，2009，53頁）。この理由は，◯Bathtub Model
に基づく差異分析では，顧客数差異を顧客獲得差異，顧客離反差異，顧客移行差異に分解するが，
この展開により顧客が獲得され，維持され，より上位の顧客セグメントへ移行するという顧客関係
性の構築プロセスを明確に把握できる点，◯これらの差異を「変化率による発生額」と「変化率の
変化による発生額」に分解することで，顧客関係性構築プロセスの「勢い」が維持されているのか，
「勢い」に変化が生じているのかを明らかにすることができる点と説明される。これにより，顧客
関係性の構築プロセスをより高い精度で明らかにできると解されるからである（松岡・鈴木，
2009，53頁）。
 Bathtub Model に基づく差異分析（松岡・鈴木，）の課題・検討
◯顧客獲得差異についての課題・検討
顧客獲得差異の算定にあたって，獲得率は前述のように次式として定義される。
獲得率t＝新規顧客数t/総顧客数t－1
当該獲得率の算定にあたって，分母の総顧客数t－1 には t－1 期の離反顧客の人数は含まれないと
される（松岡・鈴木，2009，49頁）。この理由は，「離反客は顧客ではないと識別された人々であ
るから」（松岡・鈴木，2009，49頁）と説明されている。
しかしながら，獲得率の定義における当該措置には問題があるケースもあるのではないかと考え
られる。なぜなら，分母の総顧客数t－1 から t－1 期の離反顧客の人数を控除して算定するならば，
t－1 期の離反顧客の人数が増加すればするほど，分母の総顧客数t－1 は減少するため，分子の新規
顧客数t に変化がなくとも獲得率が上昇することになるため，企業の状況によっては不適切な行動
を導く可能性もあるからである。
たとえば，顧客獲得については，営業部門や販売部門に責任があり，顧客の離反数を抑制するこ
とについての責任はサービスを提供する現業部門にあるような場合，この顧客獲得率の増減の責任
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を顧客獲得について責任を有する営業部門や販売部門のみに課すと，営業部門や販売部門の責任者
は，毎期現業部門が高い品質の顧客サービスを提供せず，離反顧客数を増加することを願うように
なるというネガティブな影響を与えてしまう可能性があるのである。
松岡・鈴木（2009）において，離反客は顧客ではないと識別された人々であるから総顧客数t－1
から t－1 期の離反顧客の人数を控除するべきであると結論付けたのは，分子の t 期の新規顧客数
に対応させるべき総顧客数t－1 の中に t－1 期の離反顧客は t 期にすでに存在しないことからである
と考えられる。しかしながら，獲得率をはじめとする変化率の定義は，現実に存在する顧客数であ
ることを必ずしも必要とはせず，あくまでも概念的に意味のあるものであるのかという観点から定
義付けられるべきと考えられる。
たとえば，販売部門は獲得率算定のための分母である総顧客数の維持について責任を負わず，新
規客を獲得するのみの責任しか負わず，総顧客数の維持の責任はサービス部門などが負うような
ケースの場合，獲得率の定義に不都合が生じる可能性があるのである。これに対して，販売部門が
新規客の獲得のみならず，総顧客数の維持についてまで責任を負うようなケースの場合には，従来
の獲得率の定義には問題がないといえると考えられる。
◯顧客移行差異についての課題・検討
松岡・鈴木（2009）において顧客移行差異は，新規顧客は翌期には全て存在しなくなる（100
マイナス）ため当該人数と変動顧客と固定顧客へそれぞれ移行する人数を用いて算定する。変動顧
客や固定顧客についても，減少する当該顧客数に顧客当り金額を乗じた金額を不利差異として算定
し，その分移行先の顧客数に顧客当り金額を乗じた金額を有利差異として算定する。
新規顧客の顧客移行差異は，t－1 期から t 期へ新規顧客のまま移行しないというケースは考えら
れないため，新規顧客から新規顧客への移行率は－100となる。t－1 期の新規顧客のうち離反顧
客となった人数を除いた950人は，新規顧客のまま翌年度も移行することは理論的に考えられない
ため，変動顧客と固定顧客に移行すると考えられる。そのため，新規顧客から新規顧客への移行は
（理論的に考えられない），新規顧客の顧客当たり単価を乗じた14,250円が不利差異となり，変動顧
客へ移行した人数に顧客当たり単価を乗じた11,400円が有利差異，同様に固定顧客へ移行した人数
に顧客当たり単価を乗じた19,000円が有利差異として算定されている。結果的に新規顧客セグメン
トの顧客移行差異は相殺されて，16,150円の有利差異と認識されることになる。
同様に変動顧客のセグメントについても，変動顧客から固定顧客へ移行した人数1,260人（6,300
人×20）については，固定顧客の顧客当たり単価を乗じた金額が，63,000円の有利差異，変動
顧客の顧客当たり単価を乗じた金額25,200円が不利差異として算定される。結果的に変動顧客セグ
メントの顧客移行差異は，相殺されて37,800円の有利差異と認識されることになる。
最後に固定顧客セグメントにおいては，固定顧客から変動顧客に移行した人数1,520人（3,800人
×40）については，変動顧客の顧客当たり単価を乗じた金額が30,400円の有利差異，その分減
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図表 改善した顧客移行差異
t－1 期 t 期 影響 客単価の差 差 異
新規客950人  変動客570人 有利 × ＋5円 ＋2,850円
 固定客380人 有利 × ＋35円 ＋13,300円
変動客6,300人  変動客のまま5,040人 ― ― 円
 固定客1,260人 有利 × ＋30円 ＋37,800円
固定客3,800人  変動客1,520人 不利 × △30円 △45,600円
 固定客のまま2,280人 ― ― 円
顧客移行率差異 ＋8,350円
出典筆者作成
少する固定顧客の顧客当たり単価を乗じた金額76,000円が不利差異として算定される。結果的に固
定顧客セグメントの顧客移行差異は，相殺されて45,600円の不利差異と認識されることになる。
このような松岡・鈴木（2009）による顧客移行差異の計算構造は，ある顧客セグメントから他
の顧客属性に移行した人数に，当初の顧客セグメントの顧客当り単価を乗じた金額は移行してしま
ったため不利差異として認識し，移行先の顧客セグメントの顧客当り単価を乗じた金額は顧客数が
増加するため有利差異として認識し，その相殺された純額で顧客属性の移行が企業にとって有利な
ものであったのか，不利なものであったのかを明示するというものである。
しかしながら，もともとの顧客セグメントの顧客当たり単価を乗じた金額を不利差異として認識
するという考え方は，伝統的な原価計算の原価差異分析には存在しないものであり，理解の促進を
阻害する要因になるのではないかと考えられる。顧客セグメントを移行するということは，顧客当
たり単価が従来の顧客属性と移行先の顧客属性で異なることから，顧客当たり単価の乖離によって
当該移行が有利なものなのか，不利なものなのかが確定してくるはずである。そのような理解に立
脚すれば，顧客当たり単価の従来の顧客属性と移行先の顧客属性の差を算定し，そこに顧客セグメ
ントを移行した人数を乗じればより理解が容易になるのではないかと考えられる。
図表14において，松岡・鈴木（2009）の顧客移行差異の改善を行った差異分析を提案する。
まず，新規顧客が翌期も新規顧客のままであることは想定されず，新規顧客が離反してしまった
分は顧客離反差異として別個に把握されるため，新規顧客セグメントにおいて顧客移行差異は，必
ず有利差異として算定されるはずである。なぜならば，変動顧客や固定顧客の顧客当たり単価は，
新規顧客の顧客当たり単価よりも高いはずだからである。よって，変動顧客と新規顧客の顧客当た
り単価の差に移行した人数を乗じた金額と，固定顧客と新規顧客の顧客当たり単価の差に移行した
人数を乗じた金額が有利差異として把握されることになる。
次に変動顧客セグメントにおいては，翌期も変動顧客のままで移行しないというケースも考えら
れ，その場合には当然顧客移行差異は算定されない。顧客離反差異は，顧客移行差異を算定する前
に別個で把握されるため，変動顧客から移行する可能性のある顧客属性は固定顧客のみとなる。
（変動顧客から新規顧客に顧客属性が移行することは理論的に考えられない。）そこで，固定顧客と
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変動顧客の顧客当たり単価の差に固定顧客への移行人数を乗じた金額が有利差異として把握される
ことになる。
最後に固定顧客セグメントにおいては，顧客移行は変動顧客への格下げのみが想定されるはずで
ある。固定顧客から新規顧客への顧客属性の移行は理論的に考えられず，固定顧客から離反した顧
客については別個に顧客離反差異として把握されるため，固定顧客セグメントで考えられる移行
は，固定顧客から変動顧客への移行（格下げ）のみと考えられるのである。そこで，固定顧客と変
動顧客の顧客当たり単価の差に移行した人数を乗じた金額が不利差異として把握されることになる
のである。
このような改善提案による差異分析の展開方法は，以下の二点において優れていると考えられ
る。まず一点目は，新規顧客セグメントにおいて翌期も新規顧客のままであるということや，変動
顧客や固定顧客から新規顧客に移行するということは，固定収益マネジメントの顧客関係性に基づ
くセグメント分けでは起こり得ないはずであるため，固定収益マネジメントの考え方を簡潔明瞭に
差異分析で見せることができるという点である。二点目は，顧客の離反については別個に顧客離反
差異において把握されるため，顧客セグメント間の移行における重視すべき点を明確にすることが
できるという点である。すなわち，顧客離反差異を別個に把握することを前提とすれば，顧客移行
差異の中で問題となるのは，固定顧客から変動顧客への移行（格下げ）の部分だけであるというこ
とである。なぜならば，この固定顧客から変動顧客への移行に関する差異だけが不利差異が算定さ
れるはずだからである。したがって，企業内部のマネジメントに際して，顧客属性の移行の中で固
定顧客が変動顧客に移行する部分をいかに抑制するのかという点に全力を傾注するべきであるとい
う注意喚起情報として，上述の改善提案の差異分析展開方法は有効性を有すると考えられるのであ
る。
 まとめ
本稿においては，松岡・鈴木（2008）の顧客関係性に基づく差異分析と松岡・鈴木（2009）の
Bathtub Model に基づく差異分析について，その意義を再確認するとともに，その中で紹介されて
いる差異分析の展開方法における問題点や課題点を抽出するとともに，その改善方策について論じ
た。松岡・鈴木（2008）の顧客関係性に基づく差異分析においては，製品系列数という概念を用
いて説明することの困難性を指摘し，会計情報に頼らずにヒストグラムなどで示すほうが理解を得
やすいのではないかという提案を行なった。ヒストグラムで示すことによって販売現場に対する動
機付けに貢献するようになると考えられるが，その具体的な動機付け方法についてまで議論できて
いない点に課題が残ると考えられる。
また，Bathtub Model に基づく差異分析については，顧客獲得差異の算定の基礎となる獲得率の
定義に若干の問題が存在する可能性を指摘した。顧客獲得差異に責任を負うであろう営業部門の責
任者に積極的な行動にまでは至らないものの，分母の総顧客数を減少させるために顧客の離反数が
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増加することを期待するようになるという，全社的にみて望ましくないネガティブな思考を持たせ
る可能性について指摘を行い，当該危険性を回避するための改善方策の提案を行なった。もちろ
ん，この点は企業の置かれる状況によっても異なり，本提案が意味を持たないケースも考えられ
る。毎期，同様の計算を行なっているのであれば，たとえ総顧客数から離反顧客数を控除していた
としても営業部門担当者に影響を与えない可能性も考えられるのである。
さらに，顧客移行差異の算定プロセスが解釈を難しくしている可能性を指摘し，差異分析の展開
方法を工夫することによって固定収益マネジメントに立脚する顧客移行差異が顧客属性の移行とい
う質的な影響を明確にするという意図をより明瞭に示すことができるのではないかという提案を行
なった。顧客離反差異を別個に把握するという松岡・鈴木（2009）の計算構造を前提とした場合，
顧客移行差異の中では固定顧客から変動顧客への移行のケースのみ不利差異が算定されることにな
り，企業経営者へ注意喚起を促す情報提供がより明瞭にできることを指摘した。ただし，本提案は
松岡・鈴木（2009）で提案されている差異分析の構造の枠内で見せ方を変化させているにすぎな
いともいえる点において課題を有する。
固定収益マネジメントにおける差異分析の展開方法については，松岡・鈴木（2008）と松岡・
鈴木（2009）において紹介されてきたものの，当該内容の問題点や課題点については従来指摘が
なされてこなかった。この点を明らかにしたことに本稿の意義があると考えられる。
しかしながら，本稿は固定収益会計の先行研究レビューから課題点や問題点を抽出し，改善提案
を行なったにすぎないという点に限界を有する。すなわち，松岡・鈴木（2008）や松岡・鈴木
（2009）が提唱した固定収益会計における差異分析の計算構造の枠内において，改善提案を提起し
たにすぎないという点に本稿の限界があると考えられる。
固定収益会計における差異分析については，顧客関係性についての責任の所在が組織的に明らか
になっていなければ責任分析が行えない（鈴木，2008，105頁）と考えられるが，顧客満足度指標
に影響を及ぼすドライバー指標がいかなる部門の業務と関係があるのかという分析は松岡・鈴木
（2010）でもなされている。そのため，原因分析や責任分析について，ある一定程度の貢献はでき
ることが明らかにされているものの（松岡・鈴木，2010，86頁），固定収益会計を基盤とする差異
分析の明確な責任会計への接続はなされていないと考えられる。責任と権限が明確化されて，それ
ぞれの責任の帰属する部門が明確化されていてこそ差異分析の原因分析や責任分析は大きな効果を
発揮すると考えられる。したがって，固定収益会計の先行研究においては，差異分析の計算構造は
提案されてきているものの，責任会計への明確な接続は完成されていないと考えることができる。
今後，固定収益会計における差異分析を責任会計へと展開していくことを研究課題としていきたい。
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